
講義「地域学」～～ふるさと納税を活用して袋井市の魅力を伝えよう～～ 

 

令和７年度 袋井市当初予算（案）概要 

ふくろい 



令和７年度　袋井市予算

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 増 減 額 率

40,090,000 39,830,000 260,000 0.7

15,576,700 15,795,400 △ 218,700 △ 1.4 1,689,231 1,679,477 9,754

国 民 健 康 保 険 7,855,000 8,217,000 △ 362,000 △ 4.4 499,091 509,305 △ 10,214
被保険者数の減少に伴う療養給付費の
減

後期高齢者医療 1,227,000 1,162,000 65,000 5.6 219,829 215,103 4,726
被保険者数の増加に伴う広域連合納付
金の増

介 護 保 険 6,403,000 6,326,000 77,000 1.2 970,311 955,069 15,242 認定者数の増加に伴う保険給付費の増

駐 車 場 45,700 46,400 △ 700 △ 1.5 0 0 0

墓 地 46,000 44,000 2,000 4.5 0 0 0
地方債償還金の減少に伴う基金積立金
の増

8,503,000 8,755,000 △ 252,000 △ 2.9 1,152,962 1,217,323 △ 64,361

水 道 2,886,000 2,805,000 81,000 2.9 26,574 62,458 △ 35,884 物価高騰などに伴う建設改良費の増

下 水 道 3,530,000 3,980,000 △ 450,000 △ 11.3 885,843 892,060 △ 6,217
管渠築造事業の減少に伴う下水道管路
建設改良費の減

病 院 2,087,000 1,970,000 117,000 5.9 240,545 262,805 △ 22,260 医業収益（入院収益）の増

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

64,380,400 △ 210,700 △ 0.3 2,842,193 2,896,800 △ 54,607

企 業 会 計

①

②

③

総 額 64,169,700

特 別 会 計

①

②

③

④

⑤

（単位：千円、％）

区 分
前 年 度 対 比

繰　　出　　金　　等

増　減　理　由

一 般 会 計 令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 増 減 額
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一部事務組合予算

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 増 減 額 率

3,785,000 3,827,000 △ 42,000 △ 1.1 2,600,119 2,503,451 96,668
中東遠消防指令センターの消防指令シ
ステム更新完了に伴う減

354,000 317,000 37,000 11.7 47,093 45,809 1,284 教職員用端末更新に伴う増

56,400 60,700 △ 4,300 △ 7.1 6,334 5,602 732 奨学金貸付見込額の減

4,195,400 4,204,700 △ 9,300 △ 0.2 2,653,546 2,554,862 98,684

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

939,420 796,623 142,797 17.9 206,378 183,170 23,208
粗大ごみ処理施設の長寿命化修繕事業
量の増加に伴う増

24,716,914 22,660,809 2,056,105 9.1 707,112 707,814 △ 702
新棟整備（建設工事）に伴う施設改良
費の増

25,656,334 23,457,432 2,198,902 9.4 913,490 890,984 22,506

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

掛 川 市 ・ 袋 井 市
病 院 企 業 団

計

袋 井 市 森 町
広 域 行 政 組 合

中 東 遠 看 護
専 門 学 校 組 合

中東遠看護専門学校
組 合 奨 学 金
貸 与 特 別 会 計

計

他市町管理団体

中 遠 広 域
事 務 組 合

袋井市管理団体 （単位：千円、％）

組 合 名
前 年 度 対 比 袋　井　市　分　担　金

増　減　理　由
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 増 減 額
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一般会計 歳入款別集計表

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 率

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

合 計 40,090,000 100.0 39,830,000 100.0 260,000 0.7

△ 42.6
教育債　　　　　　　：▲4.4億円、公共施設等適正管理推進事業債：▲3.1億円
緊急防災・減災事業債：▲2.5億円、脱炭素化推進事業債　　　　　：▲2.2億円
臨時財政対策債　　　：▲1.6億円

△ 6,699 △ 0.7

22 市 債 1,963,200 4.9 3,420,400 8.6 △ 1,457,200

21 諸 収 入 970,932 2.4 977,631 2.5

財政調整基金　　　　　：▲1.2億円（13.9億円→12.7億円）
文化振興基金繰入金　　：▲0.9億円（1.0億円→0.1億円）
公共施設等適正管理基金：▲0.5億円（1.9億円→1.4億円）

20 繰 越 金 350,000 0.9 350,000 0.9 0 0.0

66.6 ふるさと納税：＋4.0億円（6.0億円→10.0億円）

19 繰 入 金 1,485,972 3.7 1,778,674 4.4 △ 292,702 △ 16.5

34,908 89.6 市有土地売払収入の増：＋0.3億円

18 寄 附 金 1,000,002 2.5 600,112 1.5 399,890

17 財 産 収 入 73,855 0.2 38,947 0.1

児童手当負担金　　　　　　　　　　　：＋2.9億円、デジタル基盤改革支援補助金　　　　　　：＋2.4億円
子どものための教育・保育給付費負担金：＋2.0億円、社会資本整備総合交付金（袋井駅南区画）：＋1.0億円
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額減税一体支援枠分）：▲3.5億円
学校施設環境改善交付金　　　　　　　：▲2.1億円

16 県 支 出 金 3,430,478 8.6 2,952,114 7.4 478,364 16.2
強い農業づくり総合支援交付金　　　　：＋2.3億円、地域産業立地事業費補助金　：＋1.3億円
子どものための教育・保育給付費負担金：＋0.6億円、障害者自立支援給付費負担金：＋0.4億円
各種統計調査委託金　　　　　　　　　：＋0.4億円

7.5

15 国 庫 支 出 金 7,226,812 18.0 6,922,311 17.4 304,501 4.4

△ 6,021 △ 3.7

14
使 用 料 及 び
手 数 料

220,064 0.6 204,722 0.5 15,342

13
分 担 金 及 び
負 担 金

155,357 0.4 161,378 0.4

普通交付税：26.5億円（▲4.0億円）、特別交付税：５億円（±0）
【参考】臨時財政対策債：0.0億円（▲1.6億円）

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

16,000 0.0 19,000 0.0 △ 3,000 △ 15.8

△ 72.7 地方財政計画（総務省）の見込み伸び率を参考に推計

11 地 方 交 付 税 3,150,000 7.9 3,550,000 8.9 △ 400,000 △ 11.3

3,000 4.2 県の見込み伸び率を参考に推計

10 地方特例交付金 153,000 0.4 560,000 1.4 △ 407,000

9 環境性能割交付金 74,000 0.2 71,000 0.2

県の見込み伸び率を参考に推計

8
ゴルフ場利用税
交 付 金

30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0 県の見込み伸び率を参考に推計

2.3 県の見込み伸び率を参考に推計

7
地 方 消 費 税
交 付 金

2,537,000 6.3 2,211,000 5.6 326,000 14.7

80,000 57.6 県の見込み伸び率を参考に推計

6
法 人 事 業 税
交 付 金

265,000 0.7 259,000 0.7 6,000

5
株式等譲渡所得割
交 付 金

219,000 0.5 139,000 0.3

県の見込み伸び率を参考に推計

4 配 当 割 交 付 金 133,000 0.3 85,000 0.2 48,000 56.5 県の見込み伸び率を参考に推計

△ 0.2 地方財政計画（総務省）の見込み伸び率を参考に推計

3 利 子 割 交 付 金 6,000 0.0 5,000 0.0 1,000 20.0

1,136,317 7.5
個人市民税：＋5.9億円（46.0億円→51.9億円）、法人市民税：＋3.1億円（9.8億円→12.9億円）
固定資産税：＋2.0億円（71.9億円→73.9億円）

2 地 方 譲 与 税 416,200 1.0 416,900 1.0 △ 700

1 市 税 16,214,128 40.4 15,077,811 37.9

（単位：千円、％）

款 別
令 和 ７ 年 度 当 初 令 和 ６ 年 度 当 初 前 年 度 対 比

増　　減　　理　　由
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一般会計 歳出款別集計表

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 率

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

合 計 40,090,000 100.0 39,830,000 100.0 260,000 0.7

13 予 備 費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

△ 83.6 公共土木施設災害復旧費国庫補助事業（市道大谷幕ヶ谷線災害復旧工事）：▲1.3億円（皆減）

12 公 債 費 2,691,012 6.7 2,693,975 6.8 △ 2,963 △ 0.1

△ 925,541 △ 16.8

こども交流館あそびの杜整備事業　　：0.9億円（皆増）、月見の里学遊館管理運営事業：＋0.7億円
小学校維持管理事業（長寿命化事業）：▲4.4億円、メロープラザ管理運営事業：▲1.4億円
運動施設管理運営事業（海のにぎわい創出プロジェクト）：▲2.4億円
小中学校施設機能向上事業（トイレバイアフリー化事業）：▲2.4億円

11 災 害 復 旧 費 28,000 0.1 170,500 0.4 △ 142,500

10 教 育 費 4,585,280 11.4 5,510,821 13.8

道路舗装予防保全補修事業　：＋0.8億円、土地区画整理補助金（袋井駅南都市拠点） ：＋0.8億円
敷地川排水区整備事業　　　：＋0.4億円、土木総務諸経費（道路照明灯LED化のため）：▲1.8億円
袋井駅南地区まちづくり事業：▲1.8億円

9 消 防 費 1,921,166 4.8 1,802,856 4.5 118,310 6.6 常備消防費（広域行政組合分担金）：＋0.6億円、防災費（静岡モデル防潮堤整備事業）：＋0.4億円

73.6 産業立地事業費補助金：＋2.6億円、工場立地奨励補助金：＋0.3億円

8 土 木 費 4,909,828 12.2 5,131,268 12.9 △ 221,440 △ 4.3

176,838 22.3 強い農業づくり総合支援事業：＋2.3億円（皆増）、農業施設維持管理事業（ため池改修工事）：▲0.4億円

7 商 工 費 602,442 1.5 347,059 0.9 255,383

6 農 林 水 産 業 費 969,025 2.4 792,187 2.0

妊婦のための支援給付交付金事業　　　　　：＋0.7億円（皆増）、中遠広域事務組合分担金：＋0.2億円
袋井市森町広域行政組合分担金（ごみ処理）：＋0.2億円、総合健康センター管理運営事業　：▲1.6億円
出産子育て応援交付金事業　　　　　　　　：▲0.8億円、水道事業費（出資金）　　　　　：▲0.3億円

5 労 働 費 61,159 0.2 92,509 0.2 △ 31,350 △ 33.9 サンライフ長寿命化対策事業：▲0.2億円

4.1

児童手当支給事業　　　　　　：＋2.3億円、障害者自立支援給付事業　　　　　　　　：＋1.5億円
地域型保育事業（給付費）　　：＋1.4億円、認定こども園管理運営事業（私立・給付）：＋1.3億円
後期高齢者医療費（静岡県広域連合医療給付費負担金）：＋0.9億円
民間保育所運営補助事業　　　：＋0.8億円、給付金・定額減税一体支援事業　　：▲3.5億円（皆減）

4 衛 生 費 4,750,217 11.9 4,897,159 12.3 △ 146,942 △ 3.0

588,771 14.6
基幹系システム運用・管理事業　：＋2.8億円、ふるさと納税事業　　　　　　　：＋2.0億円
選挙費　　　　　　　　　　　　：＋0.9億円、庁舎管理諸経費（長寿命化事業）：＋0.7億円
統計調査費　　　　　　　　　　：＋0.3億円、職員給与費　　　　　　　　　　：▲0.4億円

3 民 生 費 14,668,669 36.6 14,086,173 35.4 582,496

2 総 務 費 4,612,355 11.5 4,023,584 10.1

増　　減　　理　　由

1 議 会 費 240,847 0.6 231,909 0.6 8,938 3.9

（単位：千円、％）

款 別
令 和 ７ 年 度 当 初 令 和 ６ 年 度 当 初 前 年 度 対 比
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一般会計 歳入財源別予算調書

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 率

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

△ 42.6
教育債　　　　　　　：▲4.4億円、公共施設等適正管理推進事業債：▲3.1億円
緊急防災・減災事業債：▲2.5億円、脱炭素化推進事業債　　　　　：▲2.2億円
臨時財政対策債　　　：▲1.6億円

合 計 40,090,000 100.0 39,830,000 100.0 260,000 0.7

16.2
強い農業づくり総合支援交付金　　　　：＋2.3億円、地域産業立地事業費補助金　：＋1.3億円
子どものための教育・保育給付費負担金：＋0.6億円、障害者自立支援給付費負担金：＋0.4億円
各種統計調査委託金　　　　　　　　　：＋0.4億円

⑭ 市 債 1,963,200 4.9 3,420,400 8.6 △ 1,457,200

4.4

児童手当負担金　　　　　　　　　　　：＋2.9億円、デジタル基盤改革支援補助金　　　　　　：＋2.4億円
子どものための教育・保育給付費負担金：＋2.0億円、社会資本整備総合交付金（袋井駅南区画）：＋1.0億円
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額減税一体支援枠分）：▲3.5億円
学校施設環境改善交付金　　　　　　　：▲2.1億円

⑬ 県 支 出 金 3,430,478 8.6 2,952,114 7.4 478,364

△ 15.8

⑫ 国 庫 支 出 金 7,226,812 18.0 6,922,311 17.4 304,501

△ 11.3
普通交付税：26.5億円（▲4.0億円）、特別交付税：５億円（±0）
【参考】臨時財政対策債：0.0億円（▲1.6億円）

⑪
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

16,000 0.0 19,000 0.0 △ 3,000

△ 72.7 地方財政計画（総務省）の見込み伸び率を参考に推計

⑩ 地 方 交 付 税 3,150,000 7.9 3,550,000 8.9 △ 400,000

4.2 県の見込み伸び率を参考に推計

⑨ 地方特例交付金 153,000 0.4 560,000 1.4 △ 407,000

⑧ 環境性能割交付金 74,000 0.2 71,000 0.2 3,000

0.0 県の見込み伸び率を参考に推計

14.7 県の見込み伸び率を参考に推計

⑦
ゴルフ場利用税
交 付 金

30,000 0.1 30,000 0.1 0

2.3 県の見込み伸び率を参考に推計

⑥
地 方 消 費 税
交 付 金

2,537,000 6.3 2,211,000 5.6 326,000

57.6 県の見込み伸び率を参考に推計

⑤
法 人 事 業 税
交 付 金

265,000 0.7 259,000 0.7 6,000

56.5 県の見込み伸び率を参考に推計

④
株式等譲渡所得割
交 付 金

219,000 0.5 139,000 0.3 80,000

20.0 県の見込み伸び率を参考に推計

③ 配 当 割 交 付 金 133,000 0.3 85,000 0.2 48,000

△ 0.2 地方財政計画（総務省）の見込み伸び率を参考に推計

② 利 子 割 交 付 金 6,000 0.0 5,000 0.0 1,000

△ 4.9

① 地 方 譲 与 税 416,200 1.0 416,900 1.0 △ 700

△ 0.7

2 依 存 財 源 19,619,690 48.9 20,640,725 51.8 △ 1,021,035

0.0

⑧ 諸 収 入 970,932 2.4 977,631 2.5 △ 6,699

△ 16.5
財政調整基金　　　　　：▲1.2億円（13.9億円→12.7億円）
文化振興基金繰入金　　：▲0.9億円（1.0億円→0.1億円）
公共施設等適正管理基金：▲0.5億円（1.9億円→1.4億円）

⑦ 繰 越 金 350,000 0.9 350,000 0.9 0

399,890 66.6 ふるさと納税：＋4.0億円（6.0億円→10.0億円）

⑥ 繰 入 金 1,485,972 3.7 1,778,674 4.4 △ 292,702

⑤ 寄 附 金 1,000,002 2.5 600,112 1.5

④ 財 産 収 入 73,855 0.2 38,947 0.1 34,908 89.6 市有土地売払収入の増：＋0.3億円

△ 3.7

③
使 用 料 及 び
手 数 料

220,064 0.6 204,722 0.5 15,342 7.5

1,136,317 7.5
個人市民税：＋5.9億円（46.0億円→51.9億円）、法人市民税：＋3.1億円（9.8億円→12.9億円）
固定資産税：＋2.0億円（71.9億円→73.9億円）

②
分 担 金 及 び
負 担 金

155,357 0.4 161,378 0.4 △ 6,021

① 市 税 16,214,128 40.4 15,077,811 37.9

増　　減　　理　　由

1 自 主 財 源 20,470,310 51.1 19,189,275 48.2 1,281,035 6.7

（単位：千円、％）

区 分
令 和 ７ 年 度 当 初 令 和 ６ 年 度 当 初 前 年 度 対 比
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一般会計 歳出性質別予算調書

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 率

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

合 計 40,090,000 100.0 39,830,000 100.0 260,000 0.7

△ 83.6 公共土木施設災害復旧費国庫補助事業（市道大谷幕ヶ谷線災害復旧工事）：▲1.3億円（皆減）

4 予 備 費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

△ 5,989 △ 11.5

② 災 害 復 旧 費 28,000 0.1 170,500 0.4 △ 142,500

ｳ 国県営事業負担金 45,997 0.1 51,986 0.1

小中学校施設維持管理（長寿命化）事業　　　　　　：▲3.6億円
小中学校施設機能向上（トイレバイアフリー化）事業：▲2.4億円
幹線道路整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　：▲0.8憶円

ｲ 単 独 事 業 費 2,306,821 5.7 2,822,633 7.1 △ 515,812 △ 18.3
市内公共運動施設管理運営（海のにぎわいプロジェクト、長寿命化）事業：▲2.2億円
秋田川排水区整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：▲1.1億円
コミュニティセンター等管理運営（天井落下防止）事業　　　　　　　　：▲1.0億円

△ 27.3

ｱ 補 助 事 業 費 1,679,485 4.2 2,668,872 6.7 △ 989,387 △ 37.1

△ 1,653,688 △ 28.9

① 普通建設事業費 4,032,303 10.0 5,543,491 13.9 △ 1,511,188

3 投 資 的 経 費 4,060,303 10.1 5,713,991 14.3

静岡県後期高齢者医療広域連合負担金：＋0.9億円、介護保険特別会計繰出金：＋0.2億円

0.0

④ 繰 出 金 2,463,698 6.2 2,366,449 5.9 97,249 4.1

△ 34,663 △ 17.7 水道事業出資金：▲0.4億円

③ 貸 付 金 0 0.0 0 0.0 0

② 出 資 金 161,187 0.4 195,850 0.5

① 積 立 金 57,353 0.1 23,972 0.1 33,381 139.2 公共施設等適正管理基金積立金：＋0.3億円

△ 0.1

2 そ の 他 の 経 費 2,682,238 6.7 2,586,271 6.5 95,967 3.7

655,933 9.6
産業立地事業費補助金：＋2.6億円、強い農業づくり総合支援交付金：＋2.3億円、
袋井市森町広域行政組合分担金(消防、ごみ処理、火葬関連)　　　 ：＋1.0億円
ふるさと納税返礼品　：＋1.3億円、低所得世帯支援給付金：▲3.2億円（皆減）

⑥ 公 債 費 2,691,012 6.7 2,693,975 6.8 △ 2,963

⑤ 補 助 費 等 7,485,447 18.7 6,829,514 17.1

橋梁予防保全補修事業：▲0.4億円、道路橋梁修繕料：▲0.3億円、
排水機場修繕料　　　：▲0.2億円

④ 扶 助 費 9,629,630 24.0 8,869,683 22.3 759,947 8.6
保育所給付費　　　：＋3.3億円、児童手当　　　　　：＋2.3億円
障害者自立支援給付：＋1.5億円、小中学校就学援助費：＋0.2億円

4.7
自治体情報システム標準化・共通化への対応：＋3.1億円、ふるさと納税業務代行手数料：＋0.4億円
オンライン市役所システム標準化対応　　　：＋0.3億円（皆増）、予防接種委託料　　：＋0.3億円
放課後児童クラブ運営委託料　　　　　　　：＋0.2億円、道路施設維持管理委託業務　：▲1.8億円

③ 維 持 補 修 費 279,147 0.7 409,497 1.0 △ 130,350 △ 31.8

197,435 3.6 人事院勧告に伴う職員給等の増：＋1.8億円

② 物 件 費 7,474,739 18.7 7,137,020 17.9 337,719

① 人 件 費 5,737,484 14.3 5,540,049 13.9

増　　減　　理　　由

1 消 費 的 経 費 33,297,459 83.1 31,479,738 79.0 1,817,721 5.8

（単位：千円、％）

区 分
令 和 ７ 年 度 当 初 令 和 ６ 年 度 当 初 前 年 度 対 比
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一般会計 市税等総括表

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 率

（計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。）

△ 0.2

合 計 16,630,328 100.0 15,494,711 100.0 1,135,617 7.3

地 方 譲 与 税 416,200 2.5 416,900 2.7 △ 700

0.0 地方財政計画（総務省）の見込み伸び率を参考に推計

森 林 環 境 譲 与 税 11,200 0.0 11,900 0.1 △ 700 △ 5.9

自動 車重 量譲 与税 310,000 1.9 310,000 2.0 0

7.5

地方 揮発 油譲 与税 95,000 0.6 95,000 0.6 0 0.0 地方財政計画（総務省）の見込み伸び率を参考に推計

市 税 16,214,128 97.5 15,077,811 97.3 1,136,317

0.0

都 市 計 画 税 1,349,000 8.1 1,318,000 8.5 31,000 2.4 固定資産税（土地・家屋）と同様

特 別 土 地 保 有 税 1 0.0 1 0.0 0

新税率対象台数の増加に伴う増

市 た ば こ 税 620,000 3.7 630,000 4.1 △ 10,000 △ 1.6 たばこ売渡本数の減少に伴う減

1,188 10.9

軽 自 動 車 税 372,676 2.2 361,047 2.3 11,629 3.2

国有資産等所在市町
村交付金及び納付金

12,051 0.1 10,863 0.1

2.5 企業の設備投資の増加に伴う増

滞 納 繰 越 分 34,000 0.2 34,000 0.2 0 0.0

償 却 資 産 1,762,000 10.6 1,719,000 11.1 43,000

1.2

家 屋 3,204,000 19.2 3,077,000 19.9 127,000 4.1 新増築分の増加に伴う増

土 地 2,374,000 14.3 2,345,000 15.1 29,000

55.6

固 定 資 産 税 7,386,051 44.4 7,185,863 46.4 200,188 2.8 Ｒ６当初：71.9億円 → Ｒ６決算見込：73.0億円 → Ｒ７当初：73.9億円

滞 納 繰 越 分 1,400 0.0 900 0.0 500

△ 3.3

法 人 税 割 1,002,000 6.0 681,000 4.4 321,000 47.1 Ｒ６年度実績及び国の中長期の経済財政に関する試算に基づく予想税収を参考に推計

均 等 割 290,000 1.8 300,000 1.9 △ 10,000

0.0

法 人 市 民 税 1,293,400 7.8 981,900 6.3 311,500 31.7 Ｒ６当初：9.8億円 → Ｒ６決算見込：11.5億円 → Ｒ７当初：12.9億円

滞 納 繰 越 分 44,000 0.3 44,000 0.3 0

0.7

所 得 割 5,003,000 30.1 4,412,000 28.5 591,000 13.4 定額減税の終了及び県公表のR6定期給与・賞与状況及び所得税収状況を参考に推計

均 等 割 146,000 0.9 145,000 0.9 1,000

増　　減　　理　　由

個 人 市 民 税 5,193,000 31.3 4,601,000 29.7 592,000 12.9 Ｒ６当初：46.0億円 → Ｒ６決算見込：47.2億円 → Ｒ７当初：51.9億円

（単位：千円、％）

区 分
令 和 ７ 年 度 当 初 令 和 ６ 年 度 当 初 前 年 度 対 比
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歳入款別集計表 歳出款別集計表

　歳入総額　４００．９億円 　歳出総額　４００．９億円

歳入財源別分析表 歳出性質別分析表

自主財源 ２０４億７，０３１万円（５１．１％） 消費的経費 ３３２億９，７４６万円（８３．１％）

依存財源 １９６億１，９６９万円（４８．９％） その他の経費   ２６億８，２２４万円（　６．７％）

投資的経費   ４０億６，０３０万円（１０．１％）

予備費 　  　　 ５，０００万円（  ０．１％）

扶助費

96億2,963万円

24.0%

補助費等

74億8,545万円

18.7%
物件費

74億7,474万円

18.7%

人件費

57億3,748万円

14.3%

公債費

26億9,101万円

6.7%

維持補修費

2億7,915万円 0.7%

繰出金

24億6,370万円

6.2%

出資金

1億6,119万円 0.4%

積立金

5,735万円 0.1%

単独事業費

23億 682万円 5.7%

補助事業費

16億7,948万円 4.2%

国県営事業負担金

4,600万円 0.1%

災害復旧費

2,800万円 0.1%

予備費

5,000万円 0.1%

市税

162億1,413万円

40.4%

県支出金

34億3,048万円

8.6%

国庫支出金

72億2,681万円

18.0%
地方交付税

31億5,000万円 7.9%

地方消費税交付金

25億3,700万円 6.3%

市債

19億6,320万円 4.9%

繰入金

14億8,597万円 3.7%

寄附金

10億円 2.5%

諸収入

9億7,093万円 2.4%

地方譲与税

4億1,620万円 1.0%

繰越金

3億5,000万円 0.9%

法人事業税交付金

2億6,500万円 0.7% 使用料及び手数料

2億2,006万円 0.6%

株式等譲渡所得割交付金

2億1,900万円 0.5%

分担金及び負担金

1億5,536万円 0.4%

その他

4億8,586万円 1.2%

民生費

146億6,867万円

36.6%

土木費

49億 983万円

12.2%

衛生費

47億5,022万円

11.9%

教育費

45億8,528万円

11.4%

公債費

26億9,101万円

6.7%
総務費

46億1,236万円

11.5%

消防費

19億2,116万円 4.8%

農林水産業費

9億6,902万円 2.4%

商工費

6億 244万円 1.5%

議会費

2億4,085万円 0.6%
労働費

6,116万円 0.2%

予備費

5,000万円 0.1％

災害復旧費

2,800万円 0.1%

市税

162億1,413万円

40.4% 

繰入金

14億8,597万円 3.7% 

寄附金

10億円 2.5% 

諸収入

9億7,093万円 2.4% 

繰越金

3億5,000万円 0.9%

使用料及び手数料

2億2,006万円 0.6% 

分担金及び負担金

1億5,536万円 0.4% 

財産収入 7,386万円 0.2% 

県支出金

34億3,048万円

8.6% 

国庫支出金

72億2,681万円

18.0% 

地方交付税

31億5,000万円

7.9% 

地方消費税交付金

25億3,700万円 6.3% 

市債

19億6,320万円 4.9% 

地方譲与税

4億1,620万円 1.0% 

法人事業税交付金

2億6,500万円 0.7% 

株式等譲渡所得割交付金

2億1,900万円 0.5% 

地方特例交付金

1億5,300万円 0.4% 

配当割交付金

1億3,300万円 0.3% 

環境性能割交付金

7,400万円 0.2% 

ゴルフ場利用税交付金

3,000万円 0.1% 

利子割交付金 600万円 0.0% 

交通安全対策特別交付金, 

1,600万円 0.0%

※計数整理の結果、数値の異動が生じる場合があります。
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【令和７年度当初予算】各種財政指標等の推移

33.5 32.5 31.9 30.2 30.9 29.6 29.3 28.7 26.9 26.9

55.2 59.3 61.4 65.7 69.3 73.9 79.8 81.0 88.7 96.3

45.7 45.6 44.7 45.2 50.5 51.0 52.1 50.8 55.4 57.454.7 53.1 50.9 57.7 56.7 62.9 64.5 70.3 71.4 74.753.0 50.7 49.8 50.7
65.3 63.8 60.3 67.1

68.3
74.9

32.5 32.0 30.5 30.1
21.7 22.2 22.1

22.3
23.6

24.6

5.7 5.7 5.7 6.9
7.5 8.7 8.9 8.2

6.9
5.5

47.5 49.5 48.6
53.1

50.1 44.0 48.8
59.9 57.1 40.6

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

H28 H29 H30 R1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 R7

投資的経費

その他

繰出金

補助費等

物件費

人件費

扶助費

公債費

323.5

398.3

10.9 

13.1 13.3 

11.1 

6.7 

9.9 
9.1 

6.1 5.5 

8.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

R3 R4 R5 R6 R7

56.5
59.4

49.6 

56.2 

49.8 

45.3 

52.5

50.5
48.3

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

将来負担比率将来負担比率

47.4

253.5

263.7 272.7

293.7

305.7
311.0 311.0

318.4
326.0

109.3

111.7 113.0 113.9
116.1 

123.1 119.1
111.6

103.1
93.8

50.0

70.0

90.0

110.0

130.0

150.0

170.0

190.0

200.0
210.0
220.0
230.0
240.0
250.0
260.0
270.0
280.0
290.0
300.0
310.0
320.0
330.0
340.0
350.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

地方債現在高（一般会計）
・月見の里学遊館改修
・小中学校ＬＥＤ化
・災害復旧事業

健全財政確保のための目標

目標１ 経常収支比率は92％未満とする。

目標４ 実質単年度収支を２年連続で赤字にしない。

目標３ 実質的なプライマリーバランスを維持する。

早期健全化基準（イエロー） 350％

一般会計が将来負担すべき実質的な負債（組合・企業会計等含む）の標準財政規模に対する比率
（例：家族全員の借金総額が１年間の給与収入に占める割合）

将来負担は減少傾向
将来負担比率

３か年推進計画等の見直しによる普通建設事業費の減に伴い減少

地方債残高(普通会計）

億円

％

総合体育館整備事業の債
務負担行為設定に伴う増

※令和５年度は決算見込。令和６年度は予算額（各種比率については決算見込）。

・浅羽中学校校舎改築
・教育会館整備
・袋井西コミセン整備

総合体育館整備開始

目標２ 基金残高（財政調整基金+減債基金）は、20億円以

上とする。

臨時財政対策債

臨財債

億円

91.3 91.6 91.1

91.3 91.6

85.6

89.1

92.8
92.5

92.0

76.0

78.0

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

総合体育館管理運営開始による
物件費の増、会計年度任用職員
制度の開始に伴う人件費の増

扶助費・人件費の増加により90％超の見込み
【目標１】経常収支比率

目標92%未満

％

国の経済対策による普通交付税の
追加交付による収入増により減少

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0
14.0
16.0
18.0
20.0
22.0
24.0
26.0
28.0
30.0
32.0
34.0
36.0
38.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

財政調整

基金

減債基金

億円

15.3

目標
20億円
以上

当初予算では目標額を下回る見込み

【目標２】財調・減債基金残高

24.1

33.1

23.2

27.8 28.7 28.1

億円

投資的経費の抑制により達成見込み

【目標３】実質プライマリーバランス

・浅羽中学校校舎改築
・教育会館整備
・袋井西コミセン整備

9.3
8.8

8.4 
7.7 

6.7 

5.2 5.1 5.1 5.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実質公債費比率
（３ヶ年平均）

5.8

一般会計が負担する借入金返済額（組合・企業会
計等含む）の標準財政規模に対する比率
（例：家族全員の１年間の借金返済額が給与収入
に占める割合）

％

財政再生基準（レッド） 35%

早期健全化基準（イエロー） 25％
ローンの割合は減少傾向

実質公債費比率（3カ年平均）

57 290 93
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-572

-32

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

財政力指数（単年度）市税の増収はあるものの扶助費・人件費の増により赤字の見込み

【目標４】実質単年度収支（一般会計）

単年度の収支から、赤字・黒字要素（財
政調整積立金の積立と取崩し）を加減し
たもの。当該年度だけの実質的な収支
を把握するための指標

国の経済対策による普通交付税の
追加交付に伴う増（9.6億円）
ふるさと納税の増額（3.3億円）

新型コロナウイルス感染症
対策実施に伴う財政調整基
金の取崩し（1.1億円）

百万円

扶助費・人件費が増加

性質別歳出額（当初予算ベース）

億円

義務的経費

400.9

328.4
339.6 352.0 356.0 365.8

327.8

33.1
※R6は決算見込み。R7は当初予算ベース

・・・地方債発行額

・・・元金償還額

２年連続で赤字にしない

※R6見込み

27.9

388.3

29.7

320.4
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市税の推移【H20～Ｒ７】

【市税合計】 　【個人市民税】 【法人市民税】

【固定資産税】
　　　【軽自動車税】 　【都市計画税】

H20.９月 リーマンショック H26.4月 消費税率改正（8%）
H23.３月 東日本大震災 R1.10月 消費税率改正（10％）
H24.12月 第２次安倍内閣発足 R1.11月～ 新型コロナウイルス

（アベノミクス） 感染症の世界的流行

15,231

14,452

13,550

14,283

13,947

14,26214,482

14,482
14,620

14,663

15,100
15,246

15,196

14,198

15,161

15,539

15,077

16,214

15,229

14,573

14,143

14,440
14,239

14,595

14,839

14,606

14,889

15,182

15,370
15,497

15,214

14,933

15,300

15,539

15,077

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当初予算額

決算額

4,589

4,685

4,124 4,076

4,236

4,339

4,524 4,523

4,646

4,619
4,843
4,893

4,674

4,880
4,914

4,601

5,193

4,731

4,862

4,124
4,121

4,387

4,566
4,585

4,6154,683

4,767
4,860

4,927
4,951

4,804

4,914

4,601

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当初予算額

決算額

2,053

1,203

802

1,334

1,483

1,383

1,435

1,406 1,278
1,312
1,492

1,458

1,168

748

1,019
1,060

981

1,293

1,829

1,083

1,4241,420

1,572
1,470

1,604

1,4751,438
1,528

1,696

1,556

931

900

1,060

981

500

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当初予算額

決算額

1,011
982

1,034

1,291

1,222
1,239

1,253

1,248

1,250

1,308

1,267

1,301

1,331
1,318

1,349

1,021 1,027
1,037

1,293

1,233

1,242
1,265

1,238

1,252
1,269

1,249

1,272

1,304
1,284

1,313

1,331

1,318

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当初予算額

決算額

175180

180
182

191 201
205

217 224

249

268

303

312

331

354
361

372

171

179
184189

198 202
206

211

249

263
274

288

307
317

340

354

361

140

190

240

290

340

390

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当初予算額

決算額

軽自動車の税率
改正（7,200円
→10,800円）

373

6,8516,855

6,898
6,811

6,433

6,466

6,459

6,453

6,591

6,603

6,682

6,791

6,964
6,627

7,123

7,269

7,185

7,386

6,924 6,908

6,845
6,806

6,450

6,435

6,522

6,439

6,634

6,753
6,709

6,862

7,077

6,935

7,148

7,269
7,185

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

7,200

7,400

7,600

H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

当初予算額

決算額

単位：百万円 単位：百万円

東

日

本

大

震

災

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

東

日

本

大

震

災

評価替

浅羽地域
課税

単位：百万円

単位：百万円

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

東

日

本

大

震

災

東

日

本

大

震

災

評価替

評価替

税率引き下げ
12.3％→9.7％

原動機付自転車、

二輪車税額変更

評価替

評価替

環境性能割創設

1,264

1,243

税率引き下げ
9.7％→6.0％

4,881

市税全体では、給与所得の増加や企業業
績が好調であることに伴い増加（+7.3％）

定額減税の終了及びR6定期給与・賞与額の
上昇に伴う増加（+12.9％）

自働車関連企業を中心とした企業の業績の伸
びにより増額（+31.7％）

買い替えに伴う新税額適用車の増加
（+3.2％）

新増築家屋の増や企業の設備投資の増に
伴う増加（+2.8％）

新

型

コ

ロ

ナ

新

型

コ

ロ

ナ

新

型

コ

ロ

ナ

評価替

新

型

コ

ロ

ナ

新増築家屋の増等に伴う増加
（+2.4％）

評価替

新

型

コ

ロ

ナ

単位：百万円単位：百万円

定額減税▲430
定

額

減

税

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
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